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平成２３年度社会福祉振興助成事業の選定方針 

 

社会福祉振興助成事業審査・評価委員会 

 

 独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）は、助成事業を通じて、多様な社

会資源が連携・協働して、各々が得意とする活動を行いながら、人と地域の絆をつくり直

し、支え合いと活気に満ちた地域社会の再生をサポートすることで、高齢者や障害者など

が地域の絆の中で自立した生活が送れる社会、また、子どもたちが健やかに安心して成長

できる社会の実現を目指すことを平成２３年度社会福祉振興助成事業の基本方針としてい

る。 
 助成事業の選定に当たっては、この基本方針を尊重し、次の基準等に基づき行うものと

する。 

 

 Ⅰ ＮＰＯ等の福祉活動事業   

 

１ 審査の方法 

  書面審査とする。ただし、必要に応じてヒアリング審査を行う。 
 

２ 審査項目 

（１）事業実施体制 

  ① 実施者適性 

    ・法人・団体の設立の趣旨、活動実績、実施体制、専門性等、事業の実施主体と 
     して相応しいか。 
  ② 連携・協働 

    ・他の団体や関係機関、関係者等との連携・協働に有効性や実効性があるか。 

（２）事業の目的、内容等の妥当性 

  ① 事業の目的及び内容 

    ・要望事業の目的及びその必要性が明確であるか。 

    ・具体性があり実現可能性があるか。 

  ② 直接的効果 

    ・助成事業の量的な目標からみて成果をあげられるか、受益者や関係者のニーズ 

     を満たし質的な成果をあげられるか。 

  ③ 社会的波及効果 

    ・助成事業の成果が地域や社会に波及することが期待できるか。 

（３）費用対効果 

    ・費用対効果からみて経済的合理性があるか。 

（４）継続性・将来発展性 

    ・事業継続の能力があり、将来的な発展性が期待できるか。 
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３ 採点基準 

（１）社会福祉振興助成事業審査・評価委員会委員（以下「委員」という。）は、各審査 

  項目について、次の基準により採点する。 

    ・高く評価できる水準であるもの （４点） 

    ・評価できる水準であるもの   （３点） 

    ・やや不十分な水準であるもの  （２点） 

    ・不十分な水準であるもの    （１点） 

   なお、次の点に留意して採点すること。 

    ・平成２１年度に機構の助成事業を実施し、かつ、委員による事業評価を受けた 

     団体の要望事業については、当該評価結果も踏まえ審査する。 

    ・平成２１年度助成事業の事業評価において、次に掲げる事業については、顕著 

     な成果を上げていると評価されていることに留意して審査する。 

      「各種の相談活動や傾聴などを行い、その相談内容に応じてニーズに合致 

       した制度やサービス、継続的な支援あるいは新たなサービスや支援策の 

       開発に結び付ける事業」 

（２）審査項目のウェイト 

   機構の基本方針を踏まえ、次のとおりウェイト付けする。 

審査項目 ウェイト 
 
  １ 事業実施体制 
    １）実施者適性 
    ２）連携・協働 
 
  ２ 事業の目的、内容等の妥当性 
    １）事業の目的及び内容 
    ２）直接的効果 
    ３）社会的波及効果 
 
  ３ 費用対効果 
 
  ４ 継続性・将来発展性 
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（３）平成２３年度社会福祉振興助成事業の基本方針を踏まえた対応 

  ① ＮＰＯ等が行う活動の立ち上げ支援のための積極的助成 

    ・特定非営利活動法人及び非営利任意団体で団体の創設から２年以内のもの（前 

     身団体の活動実績があって、現在、特定非営利活動法人化を申請中のものを含 

     む）は、２点加点する。 

  ② 重点的に支援する事業への積極的助成 

    ・「高齢者などの孤立防止」、「児童虐待防止」及び「貧困対策」について取り 

     組む事業は、２点加点する。 

（４）助成の固定化回避への対応 

   助成の固定化を回避する観点から、次のいずれかに該当する場合は、４点減点する。 

    ・過去５年間（平成１８年度～平成２２年度）で２回以上助成を受けた法人又は 
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     団体 

    ・国・地方公共団体・独立行政法人等の役職員又は役職員であった者が、当該助 

     成団体の管理職以上に就いている場合。ただし、特定非営利活動法人及び非営 

     利任意団体は除く。 

     

４ 審査コメント 

   各委員の意見を適切に審査に反映させる観点から、委員は、最優先で採択したい又 

  は強く採択を見送るべきと考える事業については、その理由をコメントするものとす 

  る。 

   また、その他、高く評価できる点、採択に当たっての条件等がある場合には、その 

  内容をコメントするものとする。 

 

 

 Ⅱ 福祉用具の改良開発事業  

 

１ 社会福祉振興助成事業審査・評価委員会専門員の調査審議 

  「高齢者の日常生活の支援や介護者の負担軽減を図る各種福祉用具の改良開発事業」

については、当該分野に専門的知見を有する社会福祉振興助成事業審査・評価委員会専

門員（以下「専門員」という。）による調査審議を行う。 

 

２ 調査審議の方法等 

  書面及びヒアリングにより、高齢者等の具体的ニーズに対応するため確立された技術

に着目し、改良開発事業の目的の明確さ、事業者の適性、開発における関係者・ 関係

機関との連携・協働、準備状況、実現可能性、将来発展性、費用対効果、社会的貢献度

等を考慮して調査審議する。なお、以下の点について、特に留意する。 

    ・改良開発で期待される成果に対し、高齢者の日常生活等における自立支援 

     につながること。 

    ・改良開発の目的及び期待する効果が明確で、実用的製品化までの適切な事 

     業計画が策定されていること。 

    ・福祉用具の開発における想定ユーザーである高齢者及び家族、医療福祉専 

     門職等のアドバイス等を適宜受けられる体制にあること。 

    ・想定ユーザーによる実証試験を実施し、改良開発を繰り返すことで、適応、 

     適合が明確で、使い勝手が良く、適切な価格になるよう実用的製品化が進 

     められること。 

    ・実証試験や開発改良に関し、医療福祉専門職等のアドバイス等を適宜得な 

     がら実用的開発が進められること。 

    ・開発倫理に留意し、想定ユーザーである被験者による実証試験を行う前に 

     必ず、所属機関等における倫理審査が行われること。 
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３ 評定基準及び調査審議のコメント 

  専門員は、書面及びヒアリングによる総合的な判断の結果を次の区分で評定し、その 

 評価に至った理由を意見としてコメントする。 

    ・最優先で採択すべき  （４点） 

    ・積極的に採択すべき  （３点） 

    ・採択を見送るべき   （２点） 

    ・採択に値しない    （１点） 

 

４ 委員会への報告 

  専門員は、調査審議の結果を委員会に報告する。 

 

 Ⅲ 助成事業の選定  

 

Ⅰ及びⅡの結果を踏まえ、当委員会の合議により選定するものとする。 

  
 Ⅳ その他  

 

１ 助成金の配分 

  選定された事業は、機構において、基本方針等を踏まえ、予算額の範囲で効果的・効 

 率的な配分が行われるものであること。 

 

２ 委員及び専門員の遵守事項 

（１）公平・公正で厳格な審査を行うべきことを常に認識すること。 

（２）審査の公平・公正を確保するため、応募団体の運営に関わるなど利害関係者に該当 

  する場合は、当該団体の審査に加わることができないこと。 

   また、応募団体の役職員と親密な個人的関係があるなど利害関係者に該当すると自 

  ら判断した場合は、当該団体の審査に加わらないこと。 

   なお、利害関係者に該当し、審査に加わらない場合は、その旨をコメントすること。 

（３）審査を行う際に知り得た情報を漏らしてはならないこと。 


